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要旨: 情報倫理は、原理原則、技術、社会制度（法律）、インフラ整備などのさまざまな要素によって決定される
内容である。情報倫理を学習するには、これらの知識の依存関係なども含めておく必要がある。本発表では、e-
Learningに代表される教材、問題自動生成、解答集計システムにおいて、情報倫理の各要素の依存関係に従った
解答をしていない学習者を探し、どこの部分での理解ができていないかを判定するために必要となる細目標リス
トの作成の必要性を述べる。

はじめに
2004 年になっても、コンピュータ・ネットワークが

関係した事件・事故は減少していない。その中には、装
置の故障や欠陥・過失といった不可避な原因ではなく、
犯罪目的や利用者の無知といった人的原因のものも含
まれている。こういった事件・事故を防ぐために、「情
報倫理教育」が存在している。ところが、「情報倫理教
育」を多数の学生に限られた時間で提示しようとする
ために、「ルール・規則・法令を覚えることが情報倫理
教育である」という立場をとる人が少なくない。
一方、教育の情報化が進展するに従って、e-Learnig

による問題と回答の解析をさまざまな手法で行なうこ
とが現実的に可能になった。その結果、情報倫理教育
の内容を e-Learning 上の教材として取り扱うことも可
能になった。我々は本論において情報倫理に存在する
知識構造がどのようなものであるべきかということを
述べ、解析された構造に従った細目標を提案すること
で、「ルール・規則・法令を覚えること」を目指さない
e-Learning 教材の作成が可能となることを述べる。

1 情報倫理の構造
我々は情報倫理を、「(1) 人としての倫理、人間社会

のルール、自然言語の決まり、色と音の性質、社会に
おいて主流となる価値観」「(2) 情報機器の特性、情報
科学、情報技術のうち、安定性、安全性、あるいは破
壊などに関する知識」「(3) 規則、ルール、法令、エチ
ケットといった文の集合」の 3 つの知識に分類するこ
とを提案する [1]。ここで (1) は社会を作る人間に関す
る知識であり、情報技術の進展などに対して不変であ
る。ただし、封権政治から民主政治への変化、団体主
義から個人主義への変化、開発主義から環境主義への
変化といった変化をすることがある。一方 (2)は情報技
術や、それを作るための情報科学における知識であり、
技術の進歩などに応じて変化することがある。そして
(3)は (1)と (2)の両方に依存して作られる文の集合で
あるから、(1)と (2)のどちらかが変化すると (3)も変
化する。
そして、情報倫理教育とは、「情報社会で安全に生

活するための知識・理解力と、それらに関する知識・理
解力（メタ知識）」を身に付けるための教育として議論
を進める。すなわち、「情報倫理に関する知識が上記 3
つに分類可能で、それらに関係が存在する」という知
識に関する知識もまた、情報倫理教育においては必要
である。

2 教育効果の評価手法と動的ドリル
本節では、教育効果の評価手法と、e-Learning との

関連について述べる。

2.1 教育効果の評価手法
学校教育の場で教育効果を評価する場合、一般的に
は a)定期試験、b)アンケート調査、c)ドリル学習など
が行われる。

a) 定期試験とは、一定の期間毎に学習者に行なわれ
る試験のことであり、授業担当者にとっては定期試験の
成績が単位授与判定の大きな要素であることから、「判
定のための評価」である。

b) アンケート調査とは、授業開始前、あるいは途中
において学習者に行なわれる学習者評価のことであり、
それ自体は単位授与判定に用いられない。主に授業担
当者が、自らの授業内容の定着度、シラバスの妥当性、
受講希望学生と授業内容の整合性などを調査する場合
に用いる「授業を進めるための判定」である。

c) ドリル学習とは、穴埋め試験などを用いて、学習
者が自分の学習定着度を測定することで、学習が十分
でないところを認識するための学習者評価のことであ
る。従って、学習者に明快な答えが用意され、正解との
照合を行なうことで、「自らの学習結果、例えば記憶し
ているかいないか」などに対するフィードバックが直
ちに行われる「学習のための評価」である。また、ド
リル学習の成果は、通常は単位取得判定などには用い
られない。

2.2 情報倫理教育における２択式ドリル
例えば、「ある条件の元に、ある著作物の複製を著作
権者に無断で行なって良いか」という問題への回答は
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Yes/No の 2択式である。もし間違った判断を回答する
と、学習者に正解が返されるだけでなく、学習者は正
解を知ることで自分の知識を補正することが可能とな
る。このように 2 択式ドリルは、間違いをおかしては
いけない内容の学習支援、例えば、「情報倫理教育を受
けた学習者を評価するにあたり『ある事柄を行ってよ
いか否か』を適切に判断できているかを調査すること
で学習支援を行なう」には最も適している。
しかし、2択式ドリルを誤って回答することによって

補正されるのは、「行為の是非」という判断結果にすぎ
ない。従って、学習者が持っていた「判断に至る知識
（情報倫理を構成する各知識 (1),(2),(3)）」のどこに誤
りがあったのかを学習者が知ることは不可能である。

2.3 e-Learning導入の必要性
教育効果の評価を統計処理する場合、ア)処理に膨大

な時間を要する、イ) 入力ミスなどの間違いが生じや
すい、という理由から、あらかじめ e-Learning システ
ムを利用して学習者の評価内容を収集しておくべきで
ある。e-Learning は、コンピュータによって学習者の
学習履歴、試験およびアンケート結果の回収、繰り返
し学習の成果を容易に記録できるため、各種統計処理
を行いやすい。また、大人数を対象にした被験を行い、
大凡の母集団傾向を取得し、母集団に対してフィード
バックをかけることも容易となる。特に 2 択式ドリル
を e-Learning 環境で実施した場合には、非常に多くの
学習者の行動を数値化して取得でき、それらにさまざ
まな処理を行なうことが可能となる。

3 動的ドリル学習の可能性
本節では、e-Learning での利用を前提とする 2 択式

ドリルを用いた情報倫理教育に関し、我々が行なった実
験について述べる。

3.1 プレゼンテーション方式の情報倫理教育における

問題点
情報倫理教育では、学習項目を列挙するよりもケー

ススタディとして学習活動を行わせる場合が多い。特
に、学習者によるグループ発表（プレゼンテーション）
を中心とした学習活動によって情報倫理教育を行なう
ことが多い。特に本論文の筆者の一人である辰己が早
稲田大学において 1999年度から行なってきた「発表改
良型情報倫理・情報リテラシー教育」[2] の手法とほぼ
同じ手法は、現在、高等学校や中学校に至るまで普及
している。この場合、学習者によるプレゼンテーショ
ンの善し悪し、聴講者による感想の善し悪しを評価す
ることで、授業単位授与の判断を行なうことが多い。
大学新入生の情報リテラシー（特に情報機器の操作能
力）が高くなかった 1999 年～2001 年頃にあっては、
この手法によって学習者を評価することで、情報倫理
のみならず情報リテラシーも評価可能であった。しか
し、2004 年の大学新入生の多くは既に一定の情報リテ
ラシーを身に付けており、情報リテラシー教育を兼ね

た従来の手法が通用しにくくなってきた。
また、過去に起こった事件を題材にしたケーススタ
ディのみでは、未測の事件、不測の事態に備えること
が難しい。近年、初等中等教育の内容が「ゆとり教育」
の実施により大幅に削減されたことにともない、昨今
の大学新入生は、大学入学以前に、因果関係や物事の
仕組について学ぶ機会が少ない。その結果、「学んだこ
とがなかったので予測できませんでした」という事件
事故がますます増大している。
そこで我々は、情報倫理教育では各学習テーマ毎に
理解に必要であると思われる学習項目を複数個抽出
し、それを元に情報倫理に対する理解を深化させるこ
とが妥当であると判断した。

3.2 2択式ドリルの構成
ここでは、学習テーマ毎に理解に必要であると思わ
れる短文学習項目のことを細目標と定義する。動的ド
リルを実施するにあたり細目標データベースを作成す
ることは、多岐にわたる学習者へ柔軟に対応し、学習
者が情報倫理を学習する上において理解の深化を助け
るために必要なことである。作成された細目標をデー
タベースとして 2択式ドリルと連動させることにより、
学習者の理解度にあわせて細目標データベースから動
的に設題を作成することが可能となる。
細目標は次の手順で構造化される。

1. 学習者が理解すべき知識項目を列挙する

2. 各知識項目に対し、関連する知識項目を複数個列
挙する

3. 2. で列挙した項目をもとに２択問題を作成する

4. 3. で作成した２択問題を適当な位置に配列する

5. e-Learning システムを用いて学習者に提示し回
答させる

6. データ解析および学習者へのフィードバックを行
なう

例えば、情報倫理の問題として取り上げられる「他
人の著作物を web に掲示しないこと」という知識を学
生に理解させたいとする。この知識は更に次の知識の
背景に成り立つ。

• webに記載されているものは著作物である

• 情報は財産の一つである
• webは情報を広く公開する技術・仕組みである

• 他人の財産を勝手に利用してはいけない
◦ 財産とは、所有者が占有できるものである
◦ 占有されているものは無断借用してはいけ
ない

• 故に、他人の著作物をwebに掲示してはいけない

これらを 1 つのカテゴリーとして「他人の著作物を
web に掲示しないこと」という倫理が理解されたかど
うかを確認するために、上記 5 項目もしくは 7 項目



の複数に対して Yes/No という２択問題を複数作成す
る。これら複数の問題群を我々は今後、「組問題」と呼
ぶ。このようにして作成された組問題を学習者に回答
させる。学習者の回答後、本カテゴリー内の全ての細
目標回答に対する相関を取得することで、意図された
テーマを完全に理解したかどうかを測定することがで
きる。
この測定をもとに、学生が学習テーマを理解するに

あたり、どの細目標に対して誤った認識を行っている
かを把握し、その結果に従って学習者毎に誤答した問
題を集約し、組問題を含めて再提示する。このように、
細目標をデータベースとして蓄積しておくことにより、
学習者に見合った動的ドリルを作成することができる。

4 組問題が含まれている実践例
本節では、2003年度、北海道大学で行った情報倫理 2

択式ドリル [3]の結果と考察を述べる。
我々は、「学習者に理解して欲しいと思う 94項目」に

ついて 2択式ドリル（「情報倫理 2択式ドリル」）を作
成し、それを学生に受験させ、各設題についての正否
を測定した。また、各設題を関連するテーマ毎にカテ
ゴライズし、各カテゴリー毎に学習者の回答状況の相
関を取った。その結果、今後必要な情報倫理学習項目
の解析、および情報倫理学習に必要な項目を作成する
ことが可能となった [3]。この 2択式ドリルは、殆どの
学部が必修である「情報処理Ｉ」科目において、事前
に情報倫理ビデオ教材 [4]を視聴させた後に行った。対
象は、全 1 年生の 1/3 程度にあたる約 800 人の学生で
ある。内訳は、以下の通りである。ここで工学部学生
は、すべて情報系の学生である。
学部 文科系 医・歯 水産・獣医 理 工

人数 408 103 85 118 74

4.1 正答率に関する学部依存性
2択式ドリルは、全部で 94項目あるが、ここでは、そ

の中の 39の問いを選択し回答させた。全体を通した正
答率は、89%程度であった。学部毎の正答率の平均を取
り比較した結果、以下の傾向があった。

• 95% 以上の高正答率の学生は、各学部とも 5～
10% の割合であった。

• 工学部情報系学生の 6割以上が、9割以上の正答
率である一方、他の学部は、9 割以上の正答率の
学生は 4割程度であり、正答率のピークは、8割
と 9割の間にある。

工学部情報系と、他の学部との正答率の違いは、主
に情報技術に関する知識と認識の違いにあると考えら
れる。正答率に 10% 以上の違いがあったものは、文
字化けに対する問い (工学部 88%、他学部 70% の正答
率)と暗号化のしくみを問うたもの (工学部 93%、他学
部 80% の正答率) であった。また、ウィルス感染時に
感染機器をネットワークから遮断すべきかを問うた問

題、ブラウザの表示の違いの有無を問うた問題につい
ても、7%程度の正答率の違いが見受けられた。

4.2 同一テーマに関する正誤の相関関係と考察
用いた 2 択式ドリルの項目は、同一学習テーマの内
容を含む複数の 2択問題で構成されている。以下では、
同一学習テーマの正誤の相関関係の例と、それに対す
る考察を述べる。
以下では、2つの「組問題」の関係に注目する。

（例１）Webにおける通信内容の暗号化
(Q1) 暗号化等の対策の採られていないページにはク

レジットカード番号等プライバシー情報を送付し
ない。(正)正答率 98.1%

(Q2) Web ページの入力欄に入力した情報を暗号にし
て送信する仕組みは、まだ実現されていない。
(誤)正答率 83.9%

Q2正答 Q2誤答 Q2未答 総計

Q1正答 633 125 6 764
Q1誤答 11 4 1 16
Q1未答 3 1 4 8

総計 647 130 11 788
非暗号化ページでの情報送付に関する正解者のうち

16%(125人)は、暗号化の仕組みがわからないまま答え
ていることがわかる。つまり、個人情報の送付には注意
するという程度の認識しかないということであろう。

(例２)コンピュータウイルスと文字化け
(Q1) 電子メールが文字化けしていた場合は、コンピ

ュータウイルスに感染してしまっているので、す
ぐにハードディスクをフォーマットした方が良い。
(誤)正答率 72.8%

(Q2) コンピュータウィルスに感染した場合、対策を講
じるまでは感染した機器をネットワークから切り
離す。 (正)正答率 89.6%

Q2正答 Q2誤答 Q2未答 総計

Q1正答 508 57 2 567
Q1誤答 193 25 0 218
Q1未答 0 0 3 3

総計 701 82 5 788
文字化けに対する正解者で、感染機器を切り離すこ
とをしないと答えた 10%(57人) は、コンピュータウィ
ルスの感染形態を理解せず、逆の 28%(193 名) は「文
字化け＝コンピュータウイルス」との誤った理解をし
ていることが分かる。この正誤関係は、例えば、工学
部情報系学生では、それぞれ 6%,13%の割合であり、学
部による依存性が大きい。

(例３) コンピュータウィルスのしくみ
(Q1) 自分が使っているパソコンがコンピュータウイル

スに感染していない場合でも、自分を送信者とし
てコンピュータウイルスを添付した電子メールが



送られていることがある。(正)正答率 94.5%
(Q2) コンピュータウイルスが含まれたメールが届いた

場合は、送信者に厳重に抗議すべきである。(誤)
正答率 70.4%

Q2正答 Q2誤答 Q2未答 総計

Q1正答 522 214 2 738
Q1誤答 27 16 0 43
Q1未答 3 2 2 7

総計 552 232 4 788
この 2 択式ドリルの前に視聴したビデオ教材で、コ

ンピュータウィルスが送信者を騙ることを触れていた
ため、Q1 の問いに対する正答率は高い。しかし、そ
の正解者のうち、Q2の問いにより、ウィルス送信者へ
抗議すると誤って答えた 29%(214 人) は、本当にコン
ピュータウィルスが送信者を騙ること理解してはいな
いことが分かる。

(例４) Web上での個人情報の公開
(Q1) 旅行好きな人が旅行に関する話題を書き込んで

いるWeb掲示板ならば、旅行友達を探すために、
自分の名前と電話番号を書き込んでも良い。(誤)
正答率 94.5%

(Q2) ネットオークションに出品する場合は、自分の住
所・氏名をWebで公開する必要がある。(誤)正答
率 70.4%

Q2正答 Q2誤答 Q2未答 総計

Q1正答 650 116 9 775
Q1誤答 4 8 0 12
Q1未答 0 1 0 1

総計 654 125 9 788
これも、Q1 は、2 択式ドリル前に視聴したビデオ教

材で触れていたため、正答率は高い。しかし、売買が
からむネットオークションでの個人情報公開に関して
は、Q1 の正解者のうち 15%(116人)は、無頓着である
ことがわかる。この問いも、工学部情報系学生か否か
で、正答率の違いが大きい。情報系学生では、すべて
の学生がQ1を正答し、ネットオークションに関しては
7% 以下の学生のみが Q2を誤答した。

組問題がなかった例
この情報倫理 2 択式ドリルで、最も正答率が低い問

いは、著作物の引用に関する次のものであった

(Q1) 既に公開された著作物を正当な範囲で引用す
る場合は、著作権者の許可を取る必要がない。
(正)(正答率 21%)。

しかし、これと対をなす問題を用意しなかったため、
どの部分の理解が足りなかったかが分かりにくい。例
えば次回では、この対をなす問いとして、

(Q2) 商用目的では、他人の著作物の引用は認められな
い。(誤)

(Q3) 既に公開された著作物を引用する場合は、どこ
までが引用かを明瞭に区別できなければならな
い。(正)

といった、問題を付記する必要があろう。
このように、単なる 2 択問題を羅列しただけでは、
学習者がその問いの内容をどの程度理解しているのか
を知ることは難しい。
また、学習者自身も理解したつもりになっていない
かを、もう一度、確認する手立てが必要である。情報倫
理における細目標を用いた 2 択式ドリルを用いること
により、個別に何の理解が不足しているのかを的確に
指示し、次の学習テーマ教材へ移れるメリットは、極
めて高い。

5 まとめ～細目標の作成に向けて
我々は、情報倫理教育において扱うべき知識にはい
くつかのカテゴリがあり、それらには相互に関係があ
ることを指摘した。一方、ドリル型学習の中でも特に 2
択式ドリルは、受験者の知識の正誤が直ちにわかる一
方で、どこをどう間違えていたのかを明らかにできな
いことを述べた。
そして、昨今の e-Learning 環境の整備により、情報
倫理教育における 2 択式ドリルテストに「組問題」と
いう手法を取り入れることで、情報倫理の構造を反映
させた作問・学習が可能となることを指摘した。また、
実際に多くの学生に対して実施した 2 択式ドリルの回
答を利用して、どの分野のどのような知識が欠落して
いるのかを明らかにできる例を示した。
今後は、更に詳細な細目標を作成し、それにしたがっ
た e-Learning 環境を構築する。そして、適切なドリル
を実施することにより、「次に何を学べば良いか」を動
的に生成することで適切に受験者を評価し、学習効果
を上げることが可能であることを示す計画である。
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